
第９期（令和６年度～令和８年度）の介護保険料

所得段階別保険料

段階 対象者 ８期（R3～ R5年度） ９期（R6～ R8年度）
標準乗率 年間保険料 標準乗率 年間保険料

第１
・生活保護被保険者
・ 世帯全員が市民税非課税かつ前年の合計所得金額　　
＋課税年金収入が 80万円以下

基準額× 0.5
（軽減後 0.3） 24,120 円 基準額× 0.455

（軽減後 0.285） 22,914 円

第２ ・ 世帯全員が市民税非課税かつ前年の合計所得金額　　
＋課税年金収入が 80万円超 120万円以下

基準額× 0.75
（軽減後 0.5） 40,200 円 基準額× 0.685

（軽減後 0.485） 38,994 円

第３ ・ 世帯全員が市民税非課税かつ前年の合計所得金額　　
＋課税年金収入が 120万円超

基準額× 0.75
（軽減後 0.7） 56,280 円 基準額× 0.690

（軽減後 0.685） 55,074 円

第４ ・ 本人が市民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ　　
前年の合計所得金額＋課税年金収入が 80万円以下 基準額× 0.9 72,360 円 基準額× 0.9 72,360 円

第５第５
（基準）（基準）

・ 本人が市民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ　　・ 本人が市民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ　　
前年の合計所得金額＋課税年金収入が 80万円超前年の合計所得金額＋課税年金収入が 80万円超 基準額基準額 80,400 円80,400 円 基準額基準額 80,400 円80,400 円

第６ ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 120万円
未満 基準額× 1.20 96,480 円 基準額× 1.20 96,480 円

第７ ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 120万円
以上 210万円未満 基準額× 1.30 104,520 円 基準額× 1.30 104,520 円

第８ ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 210万円
以上 320万円未満 基準額× 1.50 120,600 円 基準額× 1.50 120,600 円

第９ ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 320万円
以上 400万円未満 基準額× 1.70 136,680 円 基準額× 1.70 136,680 円

第 10 ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 400万円
以上 600万円未満 基準額× 1.85 148,740 円 基準額× 1.90 152,760 円

第 11 ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 600万円
以上 800万円未満 基準額× 2.00 160,800 円 基準額× 2.10 168,840 円

第 12 ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 800万円
以上 1,000 万円未満 基準額× 2.15 172,860 円 基準額× 2.30 184,920 円

第 13 ・ 本人が市民税課税かつ前年の合計所得金額が 1,000 万
円以上 基準額× 2.30 184,920 円 基準額× 2.40 192,960 円
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　市では、住み慣れた地域で生きがいを持ちながら、健康に暮らしていける社会を目指して取り組みを行っています。
今回は、市の介護保険事業の現状と健診についてお知らせします。　　　 問市高齢福祉課　　☎0994-31-1116

介護保険料の基準の算定方法
●第１号被保険者（65歳以上）の場合 ●第２号被保険者

  （40歳以上 65歳未満）の場合
市で必要な介護サービス
（給付費）や介護予防に
要する費用の総額 × 65歳以上の負担分

（総額の23％） ÷ 市内の65歳
以上の人数

国民健康保険や社会保険など
加入している医療保険により異なります
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介護保険給付費の財源割合
（令和６年度から３年間）

　第９期の介護保険料については、制度の持続性確保の観点から、今後の介護給付費の増加を見据えて第１号被

保険者間での所得再分配機能を強化し、低所得者の保険料上昇を抑制することを目的に国が示した標準乗率に基

づき、変更を行いました。なお、年額基準額は 80,400 円で、第８期計画と変わりません。
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目指そう健康長寿！
健康づくりに「  　　　」を生かそう 問市保健相談センター　☎0994-41-2110

　市健康保険課　　　　☎0994-35-1014

種類種類 内容内容 対象者対象者 実施時期実施時期
特定健診 生活習慣病やメタボに着目した健診 40～ 74歳の人（市国保加入者は無料）

6～ 12月長寿健診 生活習慣病やフレイル※予防に着目した健診 後期高齢者医療加入者（無料）
一般健診 生活習慣病に着目した健診 40歳以上の生活保護受給者（無料）
30歳代健診 生活習慣病予防健診、ピロリ菌検査 30～ 39歳の人（無料） 10月

がん検診 大腸がん、胃がん、肺がん、前立腺がん、
乳がん、子宮頸がん検診　など 40歳以上（子宮頸がん検診は 20歳以上） 5～翌 1月

その他 骨粗しょう症検診、肝炎ウイルス検査 40歳以上

▲市ホームページ

健診

※フレイル：加齢により心身ともに衰え、社会とのつながりが減少した状態のこと

第９期
介護保険事業計画を
策定しました

本市の高齢者人口の推移
（見込み）
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　介護が必要になる要因として、骨折・転倒、認知症、心疾患、脳卒中の割合が高くなっていま

す。心疾患や脳卒中などの重症化を招く生活習慣病は、若い世代から自覚症状がないまま進行し

ます。年に１回、職場や市の健診で健康状態をチェックし、自身の生活習慣改善や健康づくりに

生かしましょう。
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